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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

回次 第39期中 第40期中 第41期中 第39期 第40期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 6,510,641 6,551,131 6,512,111 13,296,084 13,341,772 

経常利益 (千円) 332,704 341,862 253,176 890,604 902,368 

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△) 

(千円) △56,734 178,757 139,098 230,585 475,321

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 825,629 845,558 863,860 839,045 857,888 

発行済株式総数 (株) 9,706,800 9,783,800 9,841,800 9,758,800 9,822,800 

純資産額 (千円) 4,150,738 4,519,326 4,785,143 4,403,414 4,780,639 

総資産額 (千円) 9,710,286 9,783,745 10,022,894 9,384,432 9,459,111 

１株当たり純資産額 (円) 428.26 463.01 487.62 450.48 486.40 

１株当たり中間 
(当期)純利益又は 
中間純損失(△) 

(円) △5.88 18.34 14.18 22.17 47.05

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― 18.05 14.15 22.04 46.55

１株当たり配当額 (円) 7.50 7.50 8.00 15.00 16.00 

自己資本比率 (％) 42.7 46.2 47.7 46.9 50.5 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △286,239 257,650 △449,968 504,526 947,416

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △790,458 △89,427 △181,787 △731,468 △200,280

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 816,919 △290,833 512,188 130,063 △749,432

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 1,210,982 1,253,153 1,252,564 1,374,443 1,372,140

従業員数 
[外 平均臨時雇用者数] 

(人) 
580 
[187]

605
[178]

608
[193]

568 
[186]

599
[180]



(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については、記

載しておりません。 

なお、第40期以前については表示単位未満を四捨五入して表示しており、第41期中は表示単位未満を切り捨てて表示して

おります。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、第39期中及び第41期中は子会社及び関連会社を有しておりませんので、記

載しておりません。第39期及び第40期中は非連結子会社1社を有しておりましたが、利益基準及び利益剰余金基準からみ

て重要性の乏しい子会社であったため、記載しておりません。第40期は非連結子会社１社を清算中であったため、記載し

ておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、第39期中は、潜在株式は存在しますが、１株当たり中間純

損失であるため記載しておりません。 

５ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

６ 従業員数の[ ]内は外数で、パートタイマー(７時間勤務)及び嘱託社員であります。 

７ 純資産の算定にあたり、平成18年9月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」 

  （企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありませんが、平成18年３月より清算中でありました非連結子

会社１社は平成18年９月に清算を完了しております。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の従業員の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の[外書]は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(人) 608[193] 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、堅調な企業収益を背景に民間設備投資の増加や雇用環境の改善もあり、

個人消費は穏やかに回復しているものの、原油価格高騰による物価への影響などにより未だ先行きへの不透明感を

残した状況で推移いたしました。 

当業界におきましても、食肉需要の低迷、原材料価格上昇に関して様々な対応が求められています。 

当中間会計期間の業績といたしまして、売上高は計画に至らず前年同期比0.6％減の65億12百万円となりまし

た。 

品目別にみますと、「たれ」は今期開設しましたフードサービス営業部の活動による業務用商品の伸びと、青果

部門での「ぱぱっと逸品シリーズ」が好調に推移したこともあり、前年同期比2.7％増の27億17百万円となり、

「スープ」は昨年より継続しております夏鍋の企画提案と新製品投入効果もあり、前年同期比20.3％増の7億84百

万円、「ソース」は業務用の伸びがあり前年同期比1.7％増の3億50百万円、「その他」は前年同期比1.0％増の2億

26百万円となりましたが、「粉末調味料」は前年同期比6.1％減の14億32百万円、「青汁」は前年同期比14.9％減

の5億25百万円、「青果ドレッシング」は前年同期比5.4％減の3億33百万円と苦戦いたしました。 

利益につきましては、売上高の計画未達成があり、売上総利益は前年同期比1.0％減の32億6百万円となり、営業

利益は物流費等の増加もあり、前年同期比25.6％減の2億75百万円、経常利益は前年同期比25.9％減の2億53百万

円、中間純利益につきましては、前年同期比22.2％減の1億39百万円となりました。 

  

  

 (2) キャッシュ・フローの状況 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、期末日が休日等による売上債権残高の増加や法人税等の支払額が大

きかったこと等により前年同期に比べて7億7百万円減少の4億49百万円のマイナスとなりました。 

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、設備投資額が前年同期に比べ92百万円増加したことにより1億81百

万円のマイナスとなりました。 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、設備投資決済資金や長期運転資金の確保のため5億円の長期借入を

実施したこと等により、前年同期に比べ8億3百万円増加の5億12百万円のプラスとなりました。 

この結果、「現金及び現金同等物の中間期末残高」は、前年同期並の12億52百万円となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における品目別の生産実績は次のとおりです。 

  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当社は、受注見込による生産方式をとっております。 

  

(3) 販売実績 

当中間会計期間における品目別の販売実績は次のとおりです。 

  

(注) １ 販売実績に対する売上割合が10％以上の取引先はありません。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

品目 金額(千円) 前年同期比(％) 

たれ 2,827,601 △0.6 

粉末調味料 1,490,424 △9.1 

スープ 816,333 16.5 

ソース 364,996 △1.5 

青汁 547,297 △17.6 

青果ドレッシング 346,846 △8.4 

その他 235,336 △2.2 

合計 6,628,836 △3.1 

品目 金額(千円) 前年同期比(％) 

  
製品 

たれ 2,717,154 2.7 

粉末調味料 1,432,222 △6.1 

スープ 784,447 20.3 

ソース 350,738 1.7 

青汁 525,921 △14.9 

青果ドレッシング 333,302 △5.4 

その他 226,145 1.0 

小計 6,369,933 0.1 

商品 142,178 △24.4 

合計 6,512,111 △0.6 



３ 【対処すべき課題】 

当社は、重点商品に集中した販売を行い、生鮮三品（肉・魚・野菜）売場の新規開拓を含めた推進を行い、市場

での確固たる地位を築き更なる成長につなげてまいります。 

また、食品メーカーとして、常に「安心・安全」につながる商品供給のため、ＨＡＣＣＰシステムに則った生産

の徹底と、合理化投資によるコストダウンで高収益体質の確立を目指しております。 

  

  

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

当社の研究開発方針は、食品メーカーとして安全性を第一に考え、かつ利便性・本格志向を融合させて、おいし

さと高品質主義を追求することを基本としております。また最近非常に強まっている食の健康志向に注目し、生活

習慣病の予防等につながる素材の研究、商品の開発に積極的に取り組んでおります。 

研究開発部全体の人員は32名、研究開発課(福岡)15名、研究開発課(東京)10名、研究開発課(茨城)7名の体制

で、生産現場及び首都圏エリアと直結した研究開発体制を整備することにより、新商品の開発スピードと精度の追

求、安全性の向上を図っております。    

具体的な研究活動は、液体・粉体調味料等の自社企画開発、ユーザーとの共同企画による特注品の開発、技術資

料の提供等があります。また商品力を高めるための設計・技術研究、製造工程研究にも取り組んでおります。 

当中間会計期間の主な成果として、精肉ルートは、しゃぶしゃぶ・水炊き等に使える鍋用のつけだれとして素材

の旨みを引き出しながら豊かな香りを楽しむ豊香シリーズ３品「ぽんず」「ごまだれ」「柚子こしょうのたれ」を

発売いたしました。またストレートの鍋スープの追加アイテムとして市場で伸長しています「豆乳鍋」を投入いた

しました。鮮魚ルートでは、「あんこう鍋スープ」を発売いたしました。青果ルートの「野菜をいっぱい食べる

鍋」シリーズに、水菜をはじめとする葉物野菜をあっさりおいしく食べられる「豆乳鍋」を発売いたしました。今

後も各生鮮ルートと加工食品ルートに向けた継続的な新商品開発に取り組んで行き、併せて他の販路向けの商品開

発を睨んだ調査研究にも取り組んでまいります。 

当中間会計期間の研究開発費総額は、92,350千円であります。 

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

② 【発行済株式】 

(注) 「提出日現在発行数」には、平成18年12月1日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数は
含まれておりません。 

(2) 【新株予約権等の状況】 

  新株予約権 

  平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりでありま

す。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 24,000,000 

計 24,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年 9月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 9,841,800 9,841,800
東京証券取引所
市場第二部 

――― 

計 9,841,800 9,841,800 ――― ――― 

株主総会の特別決議日(平成14年６月27日) 

  中間会計期間末現在
(平成18年 9月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数(個) 35(注)1 35(注)1 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる数式の数(株) 35,000 35,000 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1株当たり516(注)2 同左 

新株予約権の行使期間 平成16年 7月 1日～
平成19年 6月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 516
資本組入額 258 同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割り当てを受
けた者は、権利行使時におい
ても、当社の取締役若しくは
従業員の地位にあることを要
する。 
その他の条件は、本総会お
よび新株予約権発行の取締役
会決議に基づき、当社と新株
予約権の割り当てを受けたも
のとの間で締結する「新株予
約権割当契約」で定めるとこ
ろによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡について
は当社取締役会の承認を要す
る。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 



(注) 1 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。
2 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円
未満の端数は切り上げる。 
  

  
また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調
整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

  

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(注)新株予約権及び新株引受権の行使による増加であります。 

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

  

  １
調整後払込金額＝調整前払込金額× 分割・併合の比率

  新株発行(処分)株式数×1株当たり払込金額 
  既発行株式数＋ 1株当たり時価

調整後払込金額＝調整前払込金額× 既発行株式数＋新株発行(処分)株式数 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成18年 4月 1日～ 
平成18年 9月30日 

19,000 9,841,800 5,973 863,860 5,973 372,700 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

有限会社山田興産 福岡市東区舞松原五丁目21番3号 1,642 16.69 

財団法人金澤記念育英財団 福岡市東区松田一丁目11番17号 1,488 15.11 

山 田 節 子 福岡市東区 1,414 14.37 

松 本 賢 子 福岡市東区 727 7.38 

ダイショー従業員持株会 福岡市東区松田一丁目11番17号 303 3.07 

松 本 洋 助 福岡市東区 186 1.88 

株式会社西日本シティ銀行  福岡市博多区博多駅前三丁目1番1号 180 1.82 

金 澤 徳 秀 福岡県糟屋郡粕屋町 172 1.75 

バンク オブ ニューヨーク  
ジーシーエム クライアント  
アカウンツ イー アイエスジー 
（常任代理人 株式会社三菱東京ＵＦ
Ｊ銀行 カストデイ業務部） 

米国ニューヨーク州ニューヨーク 

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号） 

129 1.31 

株式会社福岡銀行 福岡市中央区天神二丁目13番1号 114 1.16 

計 ― 6,357 64.59 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

(注) 単元未満株式には、当社所有の自己株式465株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部によるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

  

役職の移動 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式)

普通株式   28,000 
― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 9,650,000 9,650 ― 

単元未満株式 普通株式   163,800 ― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 9,841,800 ― ― 

総株主の議決権 ― 9,650 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
株式会社ダイショー 

東京都墨田区亀沢一丁目17
番3号 

28,000 ― 28,000 0.28 

計 ― 28,000 ― 28,000 0.28 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 760 746 710 715 725 718 

最低(円) 743 700 669 691 700 681 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

取締役 営業本部 

鮮魚部門担当 
取締役 営業本部中部・近畿・中

国・四国地区担当 
竹下 正広 平成18年10月１日 



第５ 【経理の状況】 

１.中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

 前中間会計期間及び前事業年度は表示単位未満を四捨五入し、当中間会計期間は表示単位未満を切捨てで表示して

おります。 

２.監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及

び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツの中間

監査を受けております。 

  

３.中間連結財務諸表について 

 当社は、子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日現在)

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日現在)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日現在)

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金   1,253,153   1,252,564   1,372,140   

２ 受取手形 ※５ 113,890   126,641   81,118   

３ 売掛金   1,774,546   2,056,175   1,472,515   

４ たな卸資産   804,017   837,661   721,705   

５ その他   341,913   346,699   353,485   

貸倒引当金   △81,600   △93,900   △72,900   

流動資産合計   4,205,919 43.0 4,525,843 45.2 3,928,063 41.5 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産 ※1.2             

(1) 建物   1,941,129   1,874,201   1,896,137   

(2) 機械及び装置   212,369   230,927   182,506   

(3) 土地   2,314,796   2,317,838   2,314,796   

(4) その他   109,289   217,228   162,931   

有形固定資産合計   4,577,583 46.8 4,640,195 46.3 4,556,370 48.2 

２ 無形固定資産   150,389 1.5 107,972 1.1 129,180 1.4 

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券   214,295   101,750   243,974   

(2) 敷金保証金   267,307   291,805   280,330   

(3) その他   392,252   380,627   346,294   

貸倒引当金   △24,000   △25,300   △25,100   

投資その他の資産合計   849,854 8.7 748,883 7.4 845,498 8.9 

固定資産合計   5,577,826 57.0 5,497,051 54.8 5,531,048 58.5 

資産合計   9,783,745 100.0 10,022,894 100.0 9,459,111 100.0 

    



  

  

  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日現在)

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日現在)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日現在)

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 買掛金   1,305,132   1,286,672   1,135,905   

２ 短期借入金 ※２ 500,000   560,000   300,000   

３ １年内返済予定 
長期借入金 

※２ 372,820 303,700 265,300 

４ １年内償還社債   ―   200,000   ―   

５ 未払金   708,389   702,518   568,470   

６ 未払法人税等   248,899   160,898   365,601   

７ 賞与引当金   390,000   362,000   376,000   

８ 役員賞与引当金   ―   8,000   ―   

９ その他 ※３ 199,007   152,789   173,446   

流動負債合計   3,724,247 38.1 3,736,579 37.3 3,184,722 33.7 

Ⅱ 固定負債               

 １ 社債   500,000   300,000   500,000   

２ 長期借入金 ※２ 369,200   555,700   269,600   

３ 退職給付引当金   331,390   251,161   340,550   

４ 役員退職慰労引当金   300,693   337,457   326,663   

５ その他   38,889   56,852   56,937   

固定負債合計   1,540,172 15.7 1,501,171 15.0 1,493,750 15.8 

負債合計   5,264,419 53.8 5,237,750 52.3 4,678,472 49.5 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金   845,558 8.6 ─ ─ 857,888 9.1 

Ⅱ 資本剰余金               

資本準備金   354,397   ─   366,727   

資本剰余金合計   354,397 3.6 ─ ─ 366,727 3.9 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 利益準備金   90,385   ─   90,385   

２ 任意積立金   2,850,000   ─   2,850,000   

３ 中間(当期)未処分利益   347,037   ─   570,396   

利益剰余金合計   3,287,422 33.6 ─ ─ 3,510,781 37.1 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   45,771 0.5 ─ ─ 61,998 0.6 

Ⅴ 自己株式   △13,822 △0.1 ─ ─ △16,755 △0.2 

資本合計   4,519,326 46.2 ─ ─ 4,780,639 50.5 

負債・資本合計   9,783,745 100.0 ─ ─ 9,459,111 100.0 
          



  

  

  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金   ― ― 863,860 8.6 ― ―

２ 資本剰余金          

資本準備金   ―  372,700  ―  

資本剰余金合計   ― ― 372,700 3.7 ― ―

３ 利益剰余金          

(1) 利益準備金   ―  90,384  ―  

(2) その他利益剰余金          

別途積立金   ―  3,150,000  ―  

繰越利益剰余金   ―  310,230  ―  

利益剰余金合計   ― ― 3,550,614 35.4 ― ―

４ 自己株式   ― ― △17,748 △0.1 ― ―

株主資本合計   ― ― 4,769,426 47.6 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等          

  その他有価証券 
  評価差額金 

― 15,716 ― 

評価・換算差額等合計   ― ― 15,716 0.1 ― ―

純資産合計   ― ― 4,785,143 47.7 ― ―

負債純資産合計   ― ― 10,022,894 100.0 ― ―

    



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     6,551,131 100.0  6,512,111 100.0   13,341,772 100.0

Ⅱ 売上原価     3,312,000 50.6  3,305,776 50.8   6,575,842 49.3

売上総利益     3,239,131 49.4  3,206,335 49.2   6,765,930 50.7

Ⅲ 販売費及び一般管理

費 

    2,869,352 43.8  2,931,265 45.0   5,824,117 43.6

営業利益     369,779 5.6  275,069 4.2   941,813 7.1

Ⅳ 営業外収益 ※１   22,740 0.3  23,025 0.4   49,646 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２   50,657 0.7  44,918 0.7   89,091 0.7

経常利益     341,862 5.2  253,176 3.9   902,368 6.8

Ⅵ 特別利益 ※３   ― ―  55,271 0.8   ― ―

Ⅶ 特別損失 ※４   2,105 0.0  27,750 0.4   84,547 0.6

税引前中間(当期) 
純利益 

    339,757 5.2 280,698 4.3  817,821 6.2

法人税、住民税及び
事業税 

  190,000   114,000 417,000   

法人税等調整額   △29,000 161,000 2.5 27,600 141,600 2.2 △74,500 342,500 2.6

中間(当期)純利益     178,757 2.7  139,098 2.1   475,321 3.6

前期繰越利益     168,280       168,280  

中間配当額     ―   

 

   73,205  

中間(当期) 
未処分利益 

    347,037  570,396 

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  

  

株主資本  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 利益準備金 
その他利益剰余金 

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金 

平成18年３月31日残高(千円) 857,888 366,727 90,385 2,850,000 570,396 3,510,781 

中間会計期間中の変動額             

 新株の発行 5,973 5,973       ― 

 別途積立金の積立       300,000 △300,000 ― 

 剰余金の配当         △83,264 △83,264 

 役員賞与金         △16,000 △16,000 

 中間純利益         139,098 139,098 

 自己株式の取得           ― 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)           ― 

中間会計期間中の変動額合計(千円) 5,973 5,973 ― 300,000 △260,165 39,834 

平成18年９月30日残高(千円) 863,860 372,700 90,384 3,150,000 310,230 3,550,614 

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計 

その他有価証券 

評価差額金 

平成18年３月31日残高(千円) △16,755 4,718,640 61,998 4,780,639 

中間会計期間中の変動額         

 新株の発行   11,946   11,946 

 別途積立金の積立   ―   ― 

 剰余金の配当   △83,264   △83,264 

 役員賞与金   △16,000   △16,000 

 中間純利益   139,098   139,098 

 自己株式の取得 △993 △993   △993 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)   ― △46,282 △46,282 

中間会計期間中の変動額合計(千円) △993 50,786 △46,282 4,504 

平成18年９月30日残高(千円) △17,748 4,769,426 15,716 4,785,143 



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

(自平成17年４月１日 
至平成17年９月30日)

当中間会計期間 

(自平成18年４月１日 
至平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

   

１ 税引前中間(当期)純利益   339,757 280,698 817,821

２ 減価償却費   122,631 127,695 240,491 

３ 貸倒引当金の増加(△減少)額   900 21,200 △6,700 

４ 退職給付引当金の増加(△減少)額   38,793 △89,389 47,953 

５ 退職給付信託設定額   ― 117,787 ― 

６ 役員退職慰労引当金の増加額   25,966 10,794 51,936 

７ 賞与引当金の減少額   △1,000 △14,000 △15,000 

８ 役員賞与引当金の増加額   ― 8,000 ― 

９ 受取利息及び受取配当金   △1,864 △1,787 △2,303 

10 支払利息   7,761 6,492 13,787 

  11 固定資産除売却損   2,105 1,943 22,248 

  12 退職給付信託設定益   ― △55,271 ― 

  13 リース解約損   ― 25,806 ― 

14 売上債権の増加額   △372,815 △629,184 △38,012 

15 たな卸資産の増加額   △193,359 △115,956 △111,047 

16 仕入債務の増加(△減少)額   150,158 150,767 △19,069 

17 その他   168,212 53,448 90,883 

小計   287,245 △100,955 1,092,988 

18 利息及び配当金の受取額   1,839 1,776 2,289 

19 利息の支払額   △7,566 △6,281 △13,695 

20 リース解約金支払額   ― △25,806 ― 

21 法人税等の支払額   △23,868 △318,702 △134,166 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  257,650 △449,968 947,416

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

   

１ 有形固定資産の取得による支出   △84,421 △178,717 △192,469 

２ 無形固定資産の取得による支出   △2,000 ― △2,000 

３ 投資有価証券の取得による支出   △3,006 △3,069 △5,811 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △89,427 △181,787 △200,280

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

   

１ 短期借入れによる収入   1,400,000 1,210,000 2,950,000 

２ 短期借入金の返済による支出   △1,400,000 △950,000 △3,150,000 

３ 長期借入れによる収入   ― 500,000 ― 

４ 長期借入金の返済による支出   △228,320 △175,500 △435,440 

５ 株式の発行による収入   13,026 11,946 37,686 

６ 自己株式の取得による支出   △2,494 △993 △5,427 

７ 配当金の支払額   △73,045 △83,264 △146,251 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △290,833 512,188 △749,432

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

  1,320 △7 △7

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   △121,290 △119,575 △2,303 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,374,443 1,372,140 1,374,443 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

  1,253,153 1,252,564 1,372,140

     
     



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 

   総平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 

同左 

(2) 有価証券 

  子会社株式 

   移動平均法による原価法 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は、移動

平均法により算定) 

(2) 有価証券 

  ―――――――――― 

    

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は、移

動平均法により算定) 

(2) 有価証券 

  ―――――――――― 

    

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定) 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

   時価のないもの 

同左 

   時価のないもの 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

   定率法によっております。 

   ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設備

は除く)については、定額法に

よっております。 

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物 38～50年

機械及び装置 9年

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

   定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウエ

アについては、社内における利

用可能期間(5年)に基づいて償

却しております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等の特定の債権については、

個別に回収可能性を検討して回

収不能見込額を計上しておりま

す。 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

   従業員への賞与の支給に備え

るため、支給見込額基準により

計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

      



  

  

  

  

  

  

会計方針の変更 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――――――――― 

  

  

  

  

(4) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

   なお、数理計算上の差異につ

いては、各事業年度の発生時の

従業員の平均残存勤務年数以内

の一定年数(５年)による按分額

を発生の翌事業年度より費用処

理しております。 

(3) 役員賞与引当金 

   役員への賞与の支給に備える

ため、当事業年度における支給

見込額に基づき、当中間会計期

間に見合う額を計上しておりま

す。 

 (4) 退職給付引当金 

同左 

―――――――――― 

  

  

  

  

(4) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。 

   なお、数理計算上の差異につ

いては、各事業年度の発生時の

従業員の平均残存勤務年数以内

の一定年数(５年)による按分額

を発生の翌事業年度より費用処

理しております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

(5) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

４ リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ 中間キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

   現金及び預金(但し取得日か

ら満期日又は償還日まで３ヶ月

超の預金を除く) 

５ 中間キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

同左 

５ キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 

同左 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理について 

    消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式を採用し

ております。 

６ その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理について 

同左 

  

  

  

６ その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理につい

て 

同左 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――――――――― １ 貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等 
―――――――――― 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

―――――――――― 

  

  当中間会計期間から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会

平成17年12月９日企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準委員会

平成17年12月９日企業会計基準適

用指針第８号）を適用しておりま

す。 

  なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は4,785,143千

円であります。 

  中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間

財務諸表は、改正後の中間財務諸

表等規則により作成しておりま

す。 

２ 役員賞与に関する会計基準 

  当中間会計期間から「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年11月29日企業

会計基準第４号）を適用しており

ます。 

  この結果、従来の方法に比べ

て、営業利益、経常利益及び税引

前中間純利益が、8,000千円減少

しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

―――――――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日現在) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日現在) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日現在) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,286,880千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,445,073千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,361,027千円 

※２ 担保資産 

 イ 担保差入資産 

  

 ロ 債務の内容 

建物 1,274,398千円

土地 866,297 

計 2,140,695 

短期借入金 400,000千円

１年内 
返済予定 
長期借入金 

  
309,400 

  

長期借入金 290,800 

計 1,000,200 

※２ 担保資産 

 イ 担保差入資産 

  

 ロ 債務の内容 

建物 1,213,936千円

土地 866,297 

計 2,080,233 

短期借入金 420,000千円

１年内 
返済予定 
長期借入金 

220,400 
  

長期借入金 276,600 

計 917,000 

※２ 担保資産 

 イ 担保差入資産 

  

 ロ 債務の内容 

建物 1,238,382千円

土地 866,297 

計 2,104,679 

短期借入金 230,000千円

１年内
返済予定 
長期借入金 

  
216,000 

  

長期借入金 210,400 

計 656,400 

※３ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。 

※３ 消費税等の取扱い 

同左 

――――― 

４ 当社は運転資金の効率的な調
達を行うために取引銀行４行及
び生命保険会社１社と貸出コミ
ットメント契約を締結しており
ます。 
当中間会計期間末における貸出
コミットメントに係る借入金未
実行残高等は次のとおりであり
ます。 
貸出コミットメントの総額 

1,500,000千円 
借入実行残高   ―  
――――――――――――― 
差引額   1,500,000 
  

――――― 

４ 当社は運転資金の効率的な調
達を行うために取引銀行４行及
び生命保険会社１社と貸出コミ
ットメント契約を締結しており
ます。 
当中間会計期間末における貸出
コミットメントに係る借入金未
実行残高等は次のとおりであり
ます。 
貸出コミットメントの総額 

1,500,000千円 
借入実行残高  ―  
――――――――――――― 
差引額   1,500,000 

※５ 中間会計期間末日満期手形の
処理 
 中間会計期間末日満期手形
の会計処理については、手形
交換日をもって決済処理をし
ております。当中間会計期間
末日は金融機関の休日であっ
たため、次の中間会計期間末
日満期手形が中間期末残高に
含まれております。 
受取手形   28,947千円 

４ 当社は運転資金の効率的な調
達を行うために取引銀行４行及
び生命保険会社１社と貸出コミ
ットメント契約を締結しており
ます。 
当期末における貸出コミットメ
ントに係る借入金未実行残高等
は次のとおりであります。 
  
貸出コミットメントの総額 

1,500,000千円 
借入実行残高  ―  
――――――――――――― 
差引額   1,500,000 

  

――――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

賃貸料 13,568千円

※１ 営業外収益の主要項目 

賃貸料 16,124千円

※１ 営業外収益の主要項目 

賃貸料 29,888千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 7,761千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 6,492千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 13,787千円

  ※３ 特別利益の主要項目 

退職給付
信託設定益 

55,271千円

  

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産 
除売却損 

2,105千円

※４ 特別損失の主要項目 

リース解約損 25,806千円

固定資産
除売却損 

1,943

※４ 特別損失の主要項目 

子会社整理損 44,857千円

固定資産
除売却損 

22,248

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 99,423千円

無形固定資産 23,208 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 106,487千円

無形固定資産 21,208 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 196,075千円

無形固定資産 44,416 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

ストックオプションの行使による増加19千株 

  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加1,440株 

  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

  
  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 9,822,800 19,000 ― 9,841,800 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 27,025 1,440 ― 28,465 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 83,264 8.50 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年11月10日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 78,506 8.00 平成18年９月30日 平成18年12月４日

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

  

  

現金及び預金 1,253,153千円

預入れ期間が３ヶ月 
を超える定期預金 

― 

現金及び現金同等物 1,253,153 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

  

  

現金及び預金 1,252,564千円

預入れ期間が３ヶ月
を超える定期預金 

―

現金及び現金同等物 1,252,564 

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

  

現金及び預金 1,372,140千円

預入れ期間が３ヶ月 
を超える定期預金 

― 

現金及び現金同等物 1,372,140 



(リース取引関係) 
  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 
① リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 
① リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 
① リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び期末
残高相当額 

  

  
機械及び 
装置 
(千円) 

  
車両 
運搬具 
(千円) 

取得価額
相当額 

1,843,010   446,801

減価償却
累計額 
相当額 

784,105   201,828

中間期末 
残高 
相当額 

1,058,905   244,973

  
工具器具 
備品 
(千円) 

  
合計 
  

(千円) 
取得価額
相当額 

656,247   2,946,058

減価償却
累計額 
相当額 

300,547   1,286,480

中間期末 
残高 
相当額 

355,700   1,659,578

  

  
機械及び
装置 
(千円) 

車両
運搬具 
(千円) 

取得価額
相当額 

1,794,205 432,794

減価償却
累計額 
相当額 

748,315 241,358

中間期末 
残高 
相当額 

1,045,889 191,435

  
工具器具
備品 
(千円) 

合計
  

(千円) 
取得価額
相当額 

560,539 2,787,538

減価償却
累計額 
相当額 

270,095 1,259,769

中間期末 
残高 
相当額 

290,444 1,527,769

  

機械及び 
装置 
(千円) 

  
車両 
運搬具 
(千円) 

取得価額
相当額 

1,941,213   421,640

減価償却
累計額 
相当額 

883,265   212,642

期末
残高 
相当額 

1,057,948   208,998

工具器具 
備品 
(千円) 

  
合計 
  

(千円) 
取得価額
相当額 

644,487   3,007,340

減価償却
累計額 
相当額 

324,259   1,420,166

期末
残高 
相当額 

320,228   1,587,174

(注)所有権移転外ファイナンス・リ
ース資産に減損対象となったも
のはありません。 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 498,125千円

１年超 1,284,170 

計 1,782,295 

(注)所有権移転外ファイナンス・リ
ース資産に減損対象となったも
のはありません。 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 515,659千円

１年超 1,222,407 

計 1,738,066 

(注)所有権移転外ファイナンス・リ
ース資産に減損対象となった
ものはありません。 

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 459,865千円

１年超 1,209,376 

計 1,669,241 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額、維持管理費用相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 325,723千円

減価償却費相当額 258,756 

維持管理費用 
相当額 

34,823 

支払利息相当額 32,144 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額、維持管理費用相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 323,830千円

減価償却費相当額 257,582 

維持管理費用
相当額 

34,651

支払利息相当額 31,596 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額、維持管理費用相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 639,097千円

減価償却費相当額 514,177 

維持管理費用
相当額 

63,209 

支払利息相当額 61,711 

④ 減価償却費相当額の算定方法

は、リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額法

によっております。 

④      同左 ④      同左 

⑤ 利息相当額の算定方法は、リー

ス料総額からリース物件の取得

価額相当額及び維持管理費用相

当額を控除した金額を利息相当

額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっておりま

す。 

⑤      同左 ⑤      同左 



 (有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日現在) 

１ 時価のある有価証券 

(注) 減損処理にあたっては、中間期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％から
50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた金額の減損処理を行っております。 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日現在) 

１ 時価のある有価証券 

(注) １．当中間会計期間において株式について5,194千円の減損を行っております。 

２．減損処理にあたっては、中間期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％か
ら50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた金額の減損処理を行っております。 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

前事業年度末(平成18年３月31日現在) 

１ 時価のある有価証券 

(注)１．当期において株式について245千円の減損を行っております。 

２．減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％から
50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた金額の減損処理を行っております。 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

(デリバティブ取引関係) 

区分 
取得原価 
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

その他有価証券       

株式 123,966 200,066 76,100 

その他 2,749 3,220 471 

計 126,715 203,286 76,571 

区分 中間貸借対照表計上額(千円) 

非上場株式 11,009 

区分 
取得原価 
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

その他有価証券       

株式 61,899 87,111 25,212 

その他 2,734 3,639 904 

計 64,633 90,750 26,116 

区分 中間貸借対照表計上額(千円) 

非上場株式 11,000 

区分 
取得原価 
(千円) 

貸借対照表計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

その他有価証券       

株式 126,521 228,994 102,473 

その他 2,754 3,980 1,226 

計 129,275 232,974 103,699 

区分 貸借対照表計上額(千円) 

非上場株式 11,000 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利

用しておりませんので、該当事項は

同左 同左 



(持分法損益等) 

  

ありません。 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

利益基準及び利益剰余金基準からみ

て重要性の乏しい子会社であるた

め、適用しておりません。 

当社は、関連会社を有しておりませ

んので、該当事項はありません。 

利益基準及び利益剰余金基準からみ

て重要性の乏しい子会社であるた

め、適用しておりません。 



 (１株当たり情報) 

  
(注) 算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

１． １株当たり純資産額 

  

２． １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後1株当たり中間(当期)純利益 

  

 (重要な後発事象) 

  

項目 
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 463円01銭 487円62銭 486円40銭 

１株当たり中間(当期)純利益 18円34銭 14円18銭 47円05銭 

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)純利益 
18円05銭 14円15銭 46円55銭 

項目 
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前事業年度末 

（平成18年３月31日） 

中間貸借対照表の純資産の部の合計額

（千円） 
― 4,785,143 ― 

普通株式に係る純資産額（千円）   4,785,143   

普通株式の発行済株式数（株） ― 9,841,800 ― 

普通株式の自己株式数（株） ― 28,465 ― 

１株当たり純資産の算定に用いられた

普通株式の数（株） 
― 9,813,335 ― 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純利益(千円) 178,757 139,098 475,321

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 16,000

(うち利益処分による役員賞与(千円)) ― ― 16,000

普通株式に係る中間(当期)純利益(千円) 178,757 139,098 459,321

普通株式の期中平均株式数(株) 9,748,798 9,807,666 9,762,612

中間(当期)純利益調整額(千円) ― ― ―

潜在株式調整後1株当たり中間(当

期)純利益の算定に用いられた潜在

株式増加数の主要な内訳(株) 

新株引受権 

新株予約権 

128,000 

46,000 

― 

35,000 

88,000 

37,000 

普通株式増加数(株) 174,000 35,000 125,000

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間(当期)純利

益の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

―――― ―――― 

  

  

―――― 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 同左 同左 



(2) 【その他】 

第41期(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)中間配当については、平成18年11月10日開催の取締役会に

おいて、平成18年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間

配当を行うことを決議いたしました。 

  

  

  ① 中間配当金の総額 78,506,680円   

  ② １株当たり中間配当金 ８円00銭   

  ③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成18年12月４日   



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第40期) 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

 平成18年６月30日 
関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株 式 会 社  ダ イ シ ョ ー 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状 

況」に掲げられている株式会社ダイショーの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日ま 

での第４０期事業年度の中間会計期間 (平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで ) 

に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フ 

ロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査 

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基 

準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投 

資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め 

ている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用 

して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のた 

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財 

務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ダイショーの平成１７年９月３０日現在の財政状態並 

びに同日をもって終了する中間会計期間 (平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日ま 

で )の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め 

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害 関係はない。 

以 上 

平成１７年１２月１６日

取 締 役 会  御 中 

監 査 法 人  ト ー マ ツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  久  留  和  夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  牛  島    毅   ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途

保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株 式 会 社  ダ イ シ ョ ー 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状 

況」に掲げられている株式会社ダイショーの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日ま 

での第４１期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで） 

に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算 

書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責 

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する 

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基 

準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投 

資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め 

ている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用 

して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のた 

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財 

務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ダイショーの平成１８年９月３０日現在の財政状態並 

びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日ま 

で）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め 

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害 

関係はない。 

以 上 

平成１８年１２月１８日

取 締 役 会  御 中 

監 査 法 人  ト ー マ ツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  久  留  和  夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  牛  島    毅   ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途

保管しております。 
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